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特集　戦前期日本経済の諸側面

明治後期にお・ける産地綿織物業の展開

一生産額の検討を中心として一

廻　　部 武　　司

1　課 題

　近代日本の産業発展が，幕末・維新期以降に先

進工業国から移植された近代産業のみならず，江
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戸時代以来の歴史を持つ在来産業によつで推進さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
れたとする説は，今日，立明のいかんを問わず多

くg研評者の賛同を得つつあるものζ思われる．

筆者もこの仮説を念頭に置き，製糸業や醸造業と

並ぶ重要な在来産業であった産地綿織物業に関す

う経済史的考察を進めてきた．

　近代日本の綿織物業は，近世の農村工業の系譜

上に位置付けられる産；地綿織物業と，1890年代に

発展の緒に着く紡績兼営織布業とに大別される，

後者を構成していたのが当初から近代的な大企業

であったのに対し，前者は多くの揚合，小規模な

マニュファクチュアや農家の家内工業から成る典

型的な在来産業であり，綿布生産者は通常，産地

問屋や関連業者とともに，産地または機業地など

と呼ばれる比較的狭い地域に集中していた．産地

綿織物業は明治末期から借間期にかけていわゆる

力織機川揚化を進めて在来産業から中小工業へと

変身，していったが，産地を形成するという特徴は，

以後も維持された．筆者は，この産業の全国的な

展開の状況を産地レベルまで降りて把握すること

　1）　「近世日本における綿織物生産高」（尾高燈之助・

山本有造編『幕末・明治の日本経済　数量経済史論集

4』，日本経済新聞社，1988年），「明治前期における日

本の在来産業一綿織物業の揚合一」（梅村又次・中村隆

英編『松方財政と殖産興業政策』，国際連合大学，1983

年），「1914～1937年における日本産地綿織物業の府県

別生産額」（『東京大学・経済学研究』第25号，1982年，

以下，「府県別生産額」と略す），「綿織物業の地域類

型」（『社会経済史学』第49巻第6号，1984年），『日本

における産地綿織物業の展開』（東京大学出版会，1989
年）．

に1つの力点を置き，これ’までに近世，明治前期，

および第1次大戦期から戦間期までの各時期に関

する成果を公刊してきた1）が，明治後期（松方デ

フレーション纏戦後の企業勃興期以降，第1次大

戦勃発前後までの時期）については未検討である．

・本稿はジ生産統計デーダを整理し，それらに若干

の考察を加えることに焦点を絞って，この空白の

一部を埋めることをめざすものである．

　明治後期における産地綿織物業の全国的な展開

状況の解明に取り組んだ研究はこれまでにもない

わけではない2）が，それらの多くは『農商務統計

表』（以下，農商務統計とも呼ぶ）に収録されてい

る府県別データに依存して上位府県を確認し，次

いで地方産業史の概説書などによってそれらの府

県に存在した主な産地に関する簡単な描写を行う

ことに終始している．しかし，後にみるように農

商務統計の数値から直ちに産地綿織物業の展開を

論ずるのは危険と思われる．また先行研究が対象

とする産地の選定基準は不明確であり，さらに各

産地のデータ面での検討は不十分である．

　本稿は具体的には，まず全国および主要府県

における産地綿織物業の生産額（「産地綿布」生産

額3））の推移を検討する．次いで生産額上位府県に

　2）　中安定子「在来綿織物業の展開と紡績資本」（『土

地制度史学』第14号，1962年），古島敏雄『産業史・

皿』（『体系日本史叢書』第12巻，山川出版社，1966年，

とくに第4篇第3章第2節1），山口和雄「織物業の発
達と金融」（同編『日本産業金融史研究・織物金融篇』

序章，東京大学出版会，1974年），神立春樹『明治期

農村織物業の展開』（東京大学出版会，1974年，第1章）

など．ただし神立氏の著書では綿布以外の織物も検討

の対象にされている．

　3）　織布専業の産地機業家が織る綿布を「産地綿布」，

紡績兼営織布が生産する綿布を「兼営綿布」と呼ぶこ
とにする．
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図1全国綿布生産額の推移
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（注）③；①一②
〔出所〕①：篠原三代平『鉱工業』（『長期経済統計』第10巻，東洋経済新

　　報社，1972年）194創95ページ，②藤野正三郎・藤野志朗・小野旭

　　『繊維工業』（『長期経済統計』第11巻，1979年）242ページ．

存在した主要な産地を選定し，最後に諸府県の統

計史料から作成した各産地の生産額を呈示する．

検討の対象とする主な年次は松方デフレーション

後：の企業勃興期の1889（明治22）年，日清戦後不

況の影響が現れる以前の1897（明治30）年，日清

戦後の1903（明治36）年，日露戦後の1911（明治

44）年，以上4か年である．

2　明治後期における綿織物業の全国的展開

　はじめに明治後期における全国綿織物業の生産

額の推移を概観しておこう．図1の①は篠原三代

平氏による全国綿布生産額であるが，1890年代か

らは，それに「産地綿布」のデータのみならず

「兼営綿布」生産額も含まれ，ていると酬えられる．

1898年以降に関しては藤野正三郎氏らが推計し

た「兼営綿布」生産額（図1の②）が利用可能であ

り，①から②を差し引いて「産地綿布」生産額が

求められる（図1の③）．ここで以上のデータから

全国綿布生産額に占める「兼営綿布」のシェアを

算出すれば，1898年には約5％にすぎなかったそ

れは，以後着実にふえ続けたが，目立って増加す

るのは1904～05年の日露戦争の後であり，1905

年に22％であった上記のシェアは1914年には

41％に達した4）．従って産地綿織物業の全国的展

開を検討する際，日露戦後期については紡績兼営

織布の動きに対する慎重な配慮が必要であ

るが，それ以前，とりわけ1890年代には

兼営織布が綿織物業に及ぼす影響はあまり

大きくなかったともいいうる．

　そこで1897年以前に関しては図1の①

から，翌年以降については③から産地綿織

物業総体の生産動向をうかがえば，明治前

期にインフレーションとデフレーションの

影響を強く受けたとみられるこの産業は，

1880年代後半のいわゆる企業勃興期にめ

ざましい発展を遂げ，1890年恐慌期にやや

大きな生産下落を記録したものの，少なく

とも1890年代前半までその生産額は明白

な増加傾向にあったと考えられ．る5）．日清

戦後の不況期として知られる1897年以降，

とりわけ20世紀初頭の数年間，産地綿織物

業は不振をきわめた模様であるが，日露戦争以降，

生産額は再び増加傾向に転じ，恐慌期といわれ，る

1908年，および1910年の軽微な後退をはさみつ

つ，第1次大戦が勃発した1914年に激しい生産

下落が生じるまで「産地綿布」生産額は順調にふ

え続けた．明治後期における産地綿織物業はマク

ロの景気変動に敏感に対応しつつ，生産額を概し

て伸ばしていったといいうるであろう．

　さて「産地綿布」生産が特定の地域に集中する

ことにはすでにふれたが，以上にみた産地綿織物

業の発展は主にどの地域で推進されたのであろう

か．府県レベルの考察から始めよう．この問題に

関する基本史料は農商務統計であり，上位8府県

　4）　筆者は前掲，「府県別生産額」で藤野氏らとは

異なる手法で若干の年次につき「兼営綿布」生産額を

推計した．それらは戦間期に関しては藤野氏らのデー

タと近似していたが，時期をさかのぼるほど藤野氏ら

のデータは筆者のそれよりも過大であり，1914年の場

合，筆者推計38，995千円に対して藤野氏らの推計値は

61，924千円であった．こうした違いが出た理由は前掲，

拙著，補論（1）に譲るが，筆者の推計値が実態により

近いとすれば，日露戦後における兼営織布の発展は図

1にあらわれているほど顕著ではなくなるであろう．

　5）棉花供給量：を基礎に1874年から1900年までの

綿布生産額を推計した中村隆英氏は「篠原推計が示す

ような1890年代後半の生産低下は納得しがたい」と
している（同氏『明治大正期の経済』，東京大学出版会，．

1985年，239ページ）．
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A．『農商務統計表』の数値

①1889年 ②1897年

衷1　府県別綿布生産額

③1903年 ④1911年 （単位：千円）

順｝府県名睡総（％）ll府県名1鱗（％）府県名鱗・％）li府県名生産総（・）ll⑬／④

1 埼　玉〔4〕 5，245（26，5） 愛　知〔4〕 6，883（16．3） 大　阪〔4〕 8，091（15．8） 大　阪〔4〕 26，673（19．0） 22．0

2 愛知〔4〕 1，710（8．7） 和歌山〔4〕 4β38（11．5） 愛知〔4〕 7，478（14．6） 愛知〔4〕 17，771（12．7） 10．4

3 愛　媛〔4〕 1，408（7．1） 埼　玉〔4〕 3，887（9．2） 和歌山〔4〕 6，758（13．2） 三　重〔1〕 11，857（8．5） 47ユ
4 大　阪〔4〕 1，214（6．1） 京　都〔2〕 3，806（9．0） 埼　玉〔4〕 3，790（7．4） 和歌山〔4〕 ユ0，389（7．4） 9．6

5 奈　良〔3〕 1，086（5．5） 大　阪〔4〕 2，929（6．9） 愛　媛〔4〕 3，130（6．1） 埼　玉〔4〕 8，399（6．0） 1．6

6 和歌山〔4〕 1，084（5．5） 奈　良〔3〕 2，446（5．8） 奈　良〔3〕 2，315（4．5） 兵　庫〔1〕 8，097（5．8） 41．5

7 栃木〔2〕 750（3．8） 愛　媛〔4〕 1，436（3．4） 京　都〔2〕 1，991（3．9） 愛　媛〔4〕 7，646（5．5） 5．4

8 福　岡〔2〕 746（3．8） 栃　木〔2〕 1，299（3．1） 福　岡〔2〕 1，782（3．5） 東　京〔1〕 6，106（4．4） 32．8

小　　計 1・・243（…）il小 計1・・524（65・・）1小 司35・35（…）ll小 計1 96，938（69．2） 　　．撃h　7．3　　「

総　　計 1・別758（・…）ll総 計1…53（・…）il総 司・・326（・嘲睡 計1・4・・2・（・…）ll
7．1

B．Aの修正値

①1889年 ②1897年 ③1903年 ④1911年 （単位：千円）

順1府県名1生産総（％）府県名1生産額（％）1府県名睡額（％）府県名生産額⑧（％）li麗

1
　
2
　
3
　
4
5
6
7
　
8

埼　玉〔4〕

､知〔4〕

､媛〔4〕
蛛@阪〔4〕

ﾞ　良〔3〕

a歌山〔4〕

ﾈ木〔2〕
氈@岡〔2〕

5，245（26．5）

P，710（8．7）

P，408（7．1）

魔P，214（6。1）

P，086（5．5）

P，084（5．5）

@750．（3．8）

@746（3．8）

愛知〔4〕

a歌山〔4〕

驕@玉〔4〕

栫@都〔1〕

蛛@阪〔4〕

ﾞ　良〔3〕

､媛〔4〕

ﾈ　木〔2〕

＊6，883（16．3）

魔S，838（11．5）

R，887（9．2）

Rβ06（9．0）

Q，488a（5．9）

Q，446（5．8）

P，436（3．4）

P，299（3．1）

大　阪〔4〕

､　知〔4〕

a歌山〔4〕

驕@玉〔4〕

､　媛〔4〕

ﾞ　良〔3〕

氈@岡〔2〕

ｪ　山〔1〕

＊8，091（15．8）

魔V，478（14．6）

魔U，678b（13．0）

R，790（7．4）

R，130（6．1）

Q，315（4．5）

P，782（3．5）

魔P，618（3．2）

大　阪〔4〕

､　知〔4〕

驕@玉〔4〕

､　媛〔4〕

a歌山〔4〕

O　重〔1〕

ｺ　庫〔1〕

ﾃ　岡〔1〕

18，938a（13．7）

P6，527a（12。0）

W，399（6．1）

V，646（5．5）

V，256c（5．3）

U，047a（4．4）

S，939a（3．6）

S，881（3．5）

15．6

X．7

P．6

T．4

U．7

Q4．0

Q5．3

T4．8

小計｝・・…3（…）ll小 計 1㈱83（…）ll 小計ト・・882（…）ll小 計「・・633（…）il・・

総計1・・傷758（・…）1騰計 1耀53（・…）ll総 計卜・・246（・…）II総 計1・・3η88（・…）・・I
l

（注）1〔〕内は表に登場した回数．

　2B欄の＊は兼営織布のデータを含むと思われるもの．
　3a＝本文で述べた手法で兼営織布のデータを除去・b：集計ミスを修正・c：集計ミス修正済みの数値より，他府県から搬入されたネル生地の

　　金額を差し引いた上で，兼営織布のデータを除去．

　4⑥1④の太字は総計の伸びを越えるもの．

のデータを示せば表1のA欄のようになる6）．た

だし，そこから産地綿織物業の展開を直接的に論

ずるのは危険であるが，この点の説明に入る前に，

『農商務統計表』に記載されている綿布生産額を

各府県の統計書または勧業年報の数値と比較して

おきたい．とりあえず後述の代表的綿織物生産府

　6）　特定の年次につき生産額上位府県を掲げる際，

その前後の年次で各府県の地位が大きく変動していな

いことが望ましいであろう．表示の各年次と翌年次に

関して綿布生産額が判明する全府県の順位相関係数を
算出すれば表の①～④の順に0，910，0．968，0．966，0．985

となる．各府県の順位は後の時期になるほど安定する

わけであるが，すべての年次において係数は0．9以上

であるから，表示の府県の代表性には大きな問題はな

いと思われる．

県に関するデータを掲げた表2からそれらが，ほ

ぼ一致している事実が確認されよう．表示した

13府県すべてにつき比較が可能な1903年を例に

とれば，農商務統計の数値と上2ケタが異なるデ

ータは2つあるにすぎない．そして各府県の統計

書または勧業年報には多くの揚合，郡市レベルの

数値が収録されているため，それらを用いて農商

務統計の府県別綿布生産額に関する考察を深める

ことが可能である．

　さて各府県の統計書または勧業年報の活用によ

って，『農商務統計表』に収録された府県別綿織物

生産額は，産地綿織物業の展開を把握する視点か

らすれば以下の諸問題を持つことが判明する．

（1）単純な集計ミスがしばしば見受けられる．た

●

，
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表2諸史料の府県別綿布生産額
（単位：千円）

府県名・889年・89・年19・3年・9・・年府県名・889年置897年・9・・年i・9・1年

2，929　　8，091　　26，673

2，819a　8，091　　26，676

3，321　　　一　　　　一

329

栃木A　750　1，299　1，1194，806大阪A

　　Bn．a．　一　△4，806　B
　　C　　　　△　　　　　△　　　1，U9　　　　－　　　　　　C

1，214

n．a．

1，244

埼　玉A
@　　　　B

@　　　　C

5，245

@　△

@　△

3β87

R，887

@　△

3，790

R，790

R，790

8，399

V，862

@　一

和歌山A
@　　　　B

@　　　　C

1，084

@n．a．

P，877

4β38

S，842

Sβ38

6，758

U．796b
U
7
5
8
d
　
，

10，389

P0，389c

@　一
し

静岡A　89　437　591 4，881兵庫A

　　Bn．a．n．a．5914，881B
　　C　　　　△　　　　　△　　　　△　　　　一　　　　　　C

195

369

497

846　　1，229　　　8，097

　　1，239　　　　8pO93

846　　　△　　　　一

愛知A1，710　6，8837，47817，771岡山A

　　Bn．a．　7，48217，771　B
　　C　　　　　△　　　　 6，883　　　7，482　　　　　－　　　　　　　　C

213　　　1，216　　　1，618　　5，871

△　　　　1，216　　　1，618　　6，060

213　　　1，216　　　　　一　　　　 一

三　重A　　252　　　777　　1，027　11，857　愛　媛A

　　B279b　7771，01211，862　B
　　C　　　　　 △　　　　　　777　　　　1，028　　　　　　△　　　　　　　　 C

1，408

　△

　△

1，436　　　3，130　　　7，646

　△　　　 3，204　　7，808

1，437　　　3，2①4　　　　　一

京都A　　442　　3，806　1，991　2，035　福　岡A

　　Bn．a．　△1，9912，190　B
　　C　　　453　　　　na．　　　　＿　　　　 ＿　　　　　　C

746

n．a．

756

1，223　　　1，782　　　2，964

1，223　　　1，782　　2，964

1，223　　　　1，782　　　　　一

奈良A1，086　2，4462，3153，746
　　B1，086　2，4462，3153，746
　　C　　　一　　　　　一　　　　△　　　　一

（注）1A：『農商務統計表』，　B：府県統計書，　C：府県勧業年報・

　　2△は史料の存在が確認できないもの．一は史料が存在しないもの．n．a．は，史料は存在するが，必要

　　　なデータが収録されていないもの．空欄は未見なお史料の存在状況は一橋大学経済研究所日本経
　　　済統計文献センター『明治期における府県総括統。門門書誌一『勧業年報』によるデータベース編成

　　　事業報告書（6）一』（1982年）で確認した。

　　3太字はAのデータと上2ケタが異なるもの．
　　4a＝正しくは2，808千円．　b：綿布以外の織物のデータも含む．　c：正しくは10，388千円．　d：正し

　　　くは6，678千円．

とえば勧業年報に記された1903年の和歌山県の

綿布総生産額は，農商務統計のデータと同じく

6，758千円であるが，郡市別の生産額を積み上げ

て得られる6，678千円が正しい数値と思われる．

（2）少なくとも1911年の和歌山県の生産額には，

他府県から搬入されたネル生地の数値が混入して

いる．同県では遅くとも明治末期以降，大阪府の

泉南・泉北地方などで織られたネル生地が搬入さ

れ，起毛その他の加工を受けるようになってい

た7）．1911年の県統計書には県外製織分のデータ

が明記されており，原データ10，388千円8）からそ

れを除去すれば8，153千円となる．（3）いくつかの

　7）　前掲，拙著，第1章を参照．

8）　原史料に記載されている10，389千円の集計ミ

スは修正．

府県の生産額には「兼営

綿布」のデータが混入し

ていると考えられる．た

とえば1897年の『大阪

府農工商統計年報』（勧業

年報）からは，府の綿布

総生産額3，321千円のう

ち，大阪紡績，天満織物，

金巾製織など大阪市内の

兼営織布の生産分が計

833千円を占めていた事

実が判明する．本稿が対

象とする時期については

府県レベル，さらには産

地レベルで兼営織布の展

開を追うことは困難であ

るが，1902年と1909年

に関する表3によれば，

前掲，表1のA欄にあが

っている府県のうち1903

年の大阪，愛知，和歌山，

京都，1911年の大阪，和

歌山，兵庫，東京の生産

額は，兼営織布のそれを

含んでいる可能性が高い．

また，表3には示されて

いないが，大日本紡績聯合会『綿糸紡績事情参考

書』から判断して1911年における愛知，三重の両

県の綿布生産額にも兼営織布の三重紡績のデータ

が含まれているように思われる．

　以上の問題を処理することが次の課題となる．

（1）と（2）の解決は容易であり，説明は表1のB欄

の注に譲るが，（3）はやや難問である．ここでは

各府県の綿布生産額から兼営織布のデータを下記

のようにして極力除去した．〈②の大阪〉勧業年報

の数値から前掲の兼営織布3社のデータを差し引

いた．〈③の京都〉府統計書によれば綿布総生産額

1，991千円中，京都市，愛宕郡，葛野郡を区域と

する西陣織物が1，958千円を占め，そのうち1，621

千円が綿フランネルであった．これの大部分が兼

営織布の京都綿子ルの生産額であると考え，京都



330

①1902年
表3紡績兼営織布の展開

経　　済．研　　究

府県名郡市名i企業名設立剣相数

目
知
重
都
阪

東
愛
三
京
大

和歌山
兵　　庫

岡　　山

南葛飾郡

名古屋市
四日市市

葛野郡
大　阪市

市
郡
市

山　
庫
山

歌和
武
岡

田
績
績
ル
物
織
布
績
績

欝
藷
灘
欝
蜥

小
三
三
京
天
金
和
日
岡

1888

1894

1886

1898

1887

1888

1894

1890

1879

813

1，738

1，681

847

721

1，690

410

　50
1，319

②1909年

東　　自

転　　都

市
郡
郡
郡
市
市

　
飾

職　
　
宕
野
都
阪

　
葛

東
南
愛
葛
京
大

東京紡績・
富士瓦斯紡績

日本製布
日本製布・

日本製布
天満織物
大阪紡績・
大阪紡績
大阪紡績・
和歌山織布
和歌山織布・

内　外　綿・

鐘淵紡績・
鐘淵紡績・
曲淵紡績・
絹糸紡績・
絹糸紡績・
堺　紡　績・

7
3
9
8
3
7
2
7
9
5
8
5
5
5
9
6
0
7

0
0
0
9
0
8
8
8
8
9
0
0
9
9
0
9
8
0

9
9
9
8
9
8
8
8
8
8
9
9
8
8
9
8
8
9

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

1，469

1，532

　85
1，366

387

692

3，646

660

2，012

875

1，221

930

3，221

1，571

1，56ゴ

857

1，251

393

Vol．40　NQI　4

大　　阪

和歌山

兵　　庫

岡　　山

徳　　島

市
郡
郡
市
郡
郡
郡
市
市

山
　
車
庫
職
名
古
道
山
島

歌和
海
武
神
津
∵
加
上
岡
徳

（注）　・印を付けたものは綿糸も生産するとされている工場．

〔出所〕　農商務省商工局『骨揚通覧』（1904年，1911年）．大日本紡績聯

　　合会『綿糸紡績事情参考書』も参照した．

府を上位府県から除外した．〈④の大阪，愛知，

三重，和歌山，兵庫，東京＞1914年の府県別「兼

営綿布」生産額を上位10府県につき取りまとめ

た拙稿「1914～1937年における日本産地綿織物

業の府県別生産額」，55ページの補表にもとづき，

まず各府県の綿布生産額に占める「兼営綿布」の

シェアを産出したところ，大阪39％，愛知17％，

三重59％，和歌山21％，兵庫49％，東京84％で

あった．次に前掲，篠原，および前掲，藤野他か

ら求めた全国綿布生産額中の兼営織布のシェアが

1911年から1914年までに約10％ポイント上昇

していることから，上記の各府県のシェアを10

ポイント下げた数値を求め，それらを1911年に

おける各府県の綿布生産額に乗じて同年の「兼

営綿布」生産額とした．結果的には表示されなか

ったが，表1のB欄を作成する都合上，岡山につ

いても同様の推計を試みた．同県の1914年に関

する前記の比率は35％である．

　以上の作業の成果が表1のB欄である．この表

から，明治後期における産地綿織物業の府県レベ

ルでの展開を考察しよう．兼営織布の除去が1911

年を除き不十分なため，この表の検討には慎重さ

が求められるが，まず大阪，愛知，埼玉，和歌山，

愛媛の5府県が一貫して重要な綿織物生産府県で

あったことは明らかである．そのうち発展が顕著

であったのは大阪と愛知であり，愛知は企業勃興

期から，大阪は日清戦後から最上位に位置してい

た．そして，1889年に15％であった両者の合計

シェアは1911年には26％に及び，2府県ともに

明治後期を通じて全国水準以上の生産額の伸びを

記録している．

　他方，埼玉，和歌山，愛媛は生産額の伸びが全

国水準未満で，順位とシェアの推移が停滞的であ

る．とりわけ1889年に最上位にあった埼玉では，

こうした傾向が顕著である．表に3回登謁する

奈良や，2回現われる栃木と福岡の血合もこのよ

うな停滞傾向が認められ，たとえば明治後期にお

ける以上3県の綿布生産額の伸び（表1にある⑬

／④）は順に3．4倍，6．4倍，4．0倍とすべて全国水

準を下回ってい．る．

　しかし表1のB欄でいま1つ注目されるのは1

度だけ登湿する府県のうち，1911年に出現する

三重，兵庫，静岡の諸県の生産額が激増している

点である．大阪，愛知，埼玉，和歌山，愛媛に奈

良，栃木，福岡なども加えて考えれば1903年ま

で生産額上位府県は固定的であったといいうるが，

日露戦後には各地で新興の綿織物生産府県がめざ

ましく発展し，それらが上位府県の安定的地位を

おびやかすようになったとみられるのである．

3主な綿織物産地の生産額

　表1のB欄に登侵したのは明治後期における最

も重要な「産地綿布」生産府県であったが，続い

てそれらの府県に存在した主な綿織物産地を確認

したい．その手続きは以下の通りである．（1）表1

6

●

9
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表4各府県の綿織物業関係同業組合（1910年代初頭）

府県名1，同業組合1設立年1組韻数i 管 轄 地 域

栃　　木

埼　　玉

静　　岡

愛　　知

重

京　　都

奈　　良

大　　阪

和歌山

兵　　庫

岡　　山

愛　　媛

福　　岡

足利織物

佐野織物

埼玉織物産盛

埼玉木綿織物

埼玉織物

武蔵飛白

武蔵織物

静岡織物

遠江織物

愛知県三河織物

愛知県三河中央織物

愛三織物

愛知県幡豆郡織物

愛知県丹葉織物

愛知岡木綿

尾西織物

名古屋織物

知多郡白木綿

有松絞商工

愛知県綿毛布

伊勢織物

松阪木綿

西陣織物

相楽郡織物緯苧染色

大和木綿

大阪織物

中河内郡織物

河内浴巾

河内木綿

泉北郡織物

泉南郡織物

紀州小巾綿織物

紀州子ル

紀州織物

南海織物

菅大織物

播州織物

兵庫県加西郡織物

中播織物

赤磐郡白木綿

邑久上道織物

備前織物

中備物産織物

伊予綿練

伊予綿布

伊予織物改良

伊予西宇和郡織物

愛媛織物

久留米縞

久留米耕

1899

1899

1899

㎜
器
㎜
器
擁
翻
枷
器
器
㎜
器
翻
枷
器
畿
㎜
罐
㎜
㎜
淵
器
畿
器
器
即
醐
器
潔

1，556

9
7
8
8
7
3
3
3
2
3
3
8
6
6
1
2
2
3
4
9
7
7
4
3
3
3

43

P6

P7

W7

P8

P1

Q2

P4

S4

X
0
8
5
3
2
7
3
4
4
0
3
6
忽
8
濁
6
7
8
3
6
3
0
2
8

1

1
　
　1

1

360

26

243

82

49

52

400

　60
5，040

283

418

382

847

足利郡

安蘇郡，下都賀郡

北埼玉郡，北葛飾郡。，北足立郡。

南埼玉郡，北葛飾郡。，入間郡。

北足立郡，入間郡。，比企郡

入間郡，北足立郡。，東京府北多摩郡．

入間郡

静岡市，安倍郡，庵原郡

浜名郡，引佐郡，磐田郡

宝飯郡

額田郡，東加茂郡，西加茂郡。

碧海郡，愛知郡，西加茂郡。

幡豆郡

丹羽郡，葉栗郡

名古屋市，丹羽郡，葉栗郡，中島郡，海東郡，東春日井郡，西春日井郡

中島郡，海東郡，海西郡

名古屋市，西春日井郡

知多郡

知多郡，愛知郡

全県

津市，安濃郡，河芸郡，鈴鹿郡

一志郡，飯南郡，多気郡

京都市，愛宕郡，葛野郡

相楽郡

全県

大阪市，西成郡

中河内郡

中河内郡

南河内郡

泉北郡

泉南郡

那賀郡，伊都郡

全県

日高郡

西牟婁郡

加東郡

多可郡

加西郡

姫路市，飾磨郡

赤磐郡

邑久郡，上道郡

児島郡

後月郡

越智郡，周桑郡，新居郡，宇摩郡

越智郡，周桑郡，新居郡

松山市，温泉郡，伊予郡

西宇和郡

北宇和郡

久留米市，浮羽郡，三井郡，三潴郡，八女郡

久留米市，浮羽郡，三井郡，三潴郡，八女郡

（注）1空欄は不明．2組合員数ば1915年頃のデータ．　3右肩に○を付けた郡市は当該地域の一部分を意味する・
〔出所〕　1911年版の各府県統計書，紡織雑誌社『紡織要覧』（大正5年度用，同13年度用）・
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府県名IN・障地名1 管　　轄　　地　　域

栃木 1 足　　利 足利郡

2 佐　　野 安蘇郡，下都賀郡

埼　玉 3 北埼玉 北埼玉郡

4 南埼玉 南埼玉郡
5 北足立 北足立郡
6 所　　沢 入間郡

静　岡 7 遠　　州 浜名郡，引佐郡，磐田郡，浜松市

愛知 8 三　　州 額田郡，碧海郡，東加茂郡，西加茂郡

9 幡　　豆 幡豆郡

10 尾　　州 丹羽郡，葉栗郡

11 尾　　西 中島郡

12 名古屋 名古屋市

13 知　　多 知多郡

三　重 14 伊　　勢 河芸郡，安濃郡，鈴鹿郡，津市

15 松　　阪 飯南郡，一志郡，多気郡

奈　良 16 大　　和 全県

大　阪 17 河　　内 北河内郡，中河内郡，南河内郡

18 泉　　北 泉北郡

19 泉　　甫 泉南郡

和歌山 20 高野口 伊都郡，那賀郡

21 和歌山 和歌山市，海草郡

兵庫 22 播　　州 多可郡，加東郡，加西郡

岡　山 23 邑久上道 邑久郡，上道郡

24 児　　島 児島郡

愛媛 25 今　　治 越智郡，周桑郡，新居郡

26 松　　山 松山市，温泉郡，伊予郡

福　岡 27 久留米
久留米市，浮羽郡，三井郡，三潴郡，八女郡

（注）詰産地の別名は次の通りである．〈遠州〉浜松，〈尾州〉尾北ま

　たは丹葉，〈和歌山〉紀州，〈碇泊と松山〉それぞれ，あるいは一

　括して伊予・

のB欄に現れた13府県の統計書から，1911年に

おける各府県の郡市名を確認する．（2）それら

の郡市のうち，13府県の1910年代初頭における

綿織物業関係同業組合につき整理した表4の組合

管轄地域の欄に挙がっていない郡市を除く．（3）

残された地域をひとまず綿織物産地とみなし，表

4の組合管轄地域を基準に産地の地理的範囲を定

める．なお産地名は郡市名にこ加わらず，慣習的

に用いられていた名称を採用する．（4）各府県統

計書から1911年における諸産地の綿布生産額を

求め，それが100万円未満のものを除外する．

（5）1911年の生産額が100万円以上であっても，

すでに示唆したように，当時，綿布生産がもっぱ

ら兼営織布によって行われ，ていたものとみられる

大阪市と西陣は除く．以上の作業を経て選ばれた

27の綿織物産地は図2の通りである．明治末期の

生産額を重視する上記の手法では，たとえば明治

中期に大産地であっても，それ以後急速に没落し

た地域が把握できないという欠陥がある．しかし，

図示した諸産地の綿布生産額の合計が全国綿布生

産額中に占める比率は1911年に56％に達してお

り（表5），図2は明治後期における重要な産地の

大部分をカバーしているものと考えられる．

　さて1889，1897，1903，1911の各年につき，府県

統計書または勧業年報から求めた27産地の綿布

生産額をまとめたものが表5である．みられる通

り初期にさかのぼるほど不明なデータが多くなる

が，各産地の沿革史や地誌・地方史書に収録され

ている同業組合が公表したデータなどでそれらを

補完することは可能と思われる．この表の空欄を

できるだけ減らすことによって明治後期における

産地綿織物業の全国的展開が明瞭に把握され，当

時の産業発展の実態の一端が明らかになるであろ

うが，それは今後の課題に残し，最後に，この表

から判明する若干の事実を確認しておこう．

　まず知多，大和，泉南，和歌山が明治後期に一

貫して最上位付近に位置していたことが注目され，

る．ただし全国綿布生産額中のシェアや1903～

11年の生産額の伸び（⑬／④）を仔細にみれば，ま

ず泉南の発展が顕著である．先に大阪府が綿布生

産地域としての地緯を急速に高めていった事実を

‘
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（単位：千円）

産地釧 1889年 1897年④ 1903年 1911年目 ⑧／⑧

足　引
佐　　野

北埼玉
南埼玉
北足立

沢
内
州
豆
州
西

所
遠
三
毛
尾
尾
名古屋

多
勢
阪
和
内
北
山

知
伊
松
大
河
泉
泉
高野口
和歌山
播　　州

邑久上道

児　　島

国　　治

松　　山

久留米

④　　　491　　（　　2．5）

⑧＊　81　（0．4）

⑤　　　 453　　（　　2陰3）

②1，086（5．5）

　　n．a．

　　n．a．

　　n．a．
⑥180。（0．9）
①＊1，648。（8．3）

⑦139。（O．7）

⑨20。（0．1）

③756。d（3．8）

④1，276。（3．0）

⑬285。（0．7）

⑫337。（0．8）
③　　　6930　（　　1．6）

⑭＊227。（0．5）

②2，673。（6．3）

⑯199（0．5）
⑰192（0．5）
③　　2，446　　（　　5．8）

⑭510（1．2）
⑪485（1．1）
⑥949（2．2）
⑨　　　 5800　（　　1．4）

①＊4，198。（9．9）

⑮202。（0。5）

　　n．a。
⑲85c（0．2）
⑯153。（0．4）

⑦766。（1．8）

⑤1，223d（2．9）

⑯596。（1．2）
⑳　　　4300　（　0．8）

⑥1，523（3．0）

⑬1，131（2．2）

⑰562（1．1）
⑲479（0．9）
⑯496（1．0）
⑩1，276。（25）

⑳444。（0，9）

⑭821。（1．6）

⑮632。（1．2）
⑦＊1，3540　（　　2．6）

③2，212。（4．3）

⑭339。（0．7）
⑯　　　2840　（　　0．6）

②2，315（4．5）

⑧1，341（2．6）

⑪1，255（2．4）
④　 1，869　　（　　3．6）

⑭　407。（0．8）

①＊6，2110　（　12．1）

⑮　　　322　　（　　0。6）

　　n，a．
⑳　 421c（　0．8）

⑨1，328（2．6）

⑫1，215（2．4）
⑤　1，782d　（　3．5）

⑯2，328a（1．7）

⑰2，244（1．6）

⑮2，435（1．8）
⑳　　1，079　　（　　0．8）

⑩3，063（2．2）

⑳1，186（0．9）

⑤4，408（33）
⑦3，606（2．6）

⑳1，423（1．0）

⑳　 1，342　　（　　1璽0）

⑫2，645（1，9）

⑮＊1，145　（　0．8）

④4，420（3．2）

①＊6，921　（5，0）

＠1，302（0．9）

⑥3，746（2．7）

⑬2，626（1．9）

⑨　 3，106　　（　2。3）

③　 6，159　　（　4．5）

⑯1，118　（　0。8）

②＊6，793b（4．9）

⑯1，939（1．4）

⑲1，922（1．4）
⑭　　1，148　　（　　0．8）

⑥3，478（2．5）

⑪2，986（2．2）

⑭2，603e（1．9）

認
認
齢
漏
・
8
糸
雛
D
認
13．5

22．7

3．9

2．1

小計1・・…（24・・） ＊17，479　　（　41．4） ＊31，045　　（　60．6） ＊77，171　　（　56．0） 4．3

総言＋1・・9・758（・…） ＊42，253　　（100．0） ＊51，246　　（100．0） 1・・37・・88（・・…） 3．3

（注）1空欄は不明．11．a．は，史料は存在するが，必要なデータが収録されていないもの．
　20で囲んだ数字は生産額の順位，右肩に○印を付けたデータは勧業年報による・その他は府県統計書から求めた・＊印を付けたデータは兼

　　営織布の数値を含むと思われるもの．（）内は総計に対する％．

　3　総計は表1B欄の総計と同じ，
　4a：原データの誤植を訂正．　b3県外から搬入されたネル生地のデータを除去．　c；田ノロ村，鴻札訳了の合計．　d：全県のデータ．　e：久

　　留米縞と久留米耕の合計．
　5⑤1④の太字は総計の伸びを越えるもの．

指摘したが，それはたびたびふれた紡績兼営織布

のみならず，泉南やそれに続く泉北などの産地の

発展によっても，もたらされたのであった．

　他方，大産地のうちでも知多，大和，和歌山の

生産動向は停滞的であったが，そうした傾向は北

埼玉，南埼玉，高野口，久留米などの産地の揚合，

さらに顕著であり，それらの順位は大幅に低下し，

全国綿布生産額中の比率も下がっている．

　けれども播州，児島，今治，そしておそらく佐

野，北足立，遠州などの産地は，それらとは対照

的にめざましい発展を遂げた，明治末期に新興の

綿織物生産府県が綿布生産額を急増させていたこ

とは既に述べたが，その点は産地レベルでも確認

され，た訳である．

4おわりに

　明治後期に「産地綿布」生産額は景気変動に対

応して増減を繰り返しつつ，増加傾向をたどった．

そのなかで知多，大和，泉南，和歌山など最大級

の綿織物産地の地位は一見したところ安定的であ

ったが，それら相互間では明暗が生じつつあった

のである．そして最上位の産地以外でも生産額が
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停滞もしくは衰退していった産地はけっして少な

くなかったように思われる．しかし他方で，綿織

物産地として以前には微々たる存在にすぎなか．o

た地域が短期間に急速に成長していった事実も興

味深いところである．生産額の検討を通じてうか

がわれる以上のような綿織物産地の動向は，農村

への市揚経済の浸透によって，農家がかつて自給

　9）　産地綿織物業の展開と綿布の需要構造との関連

につき前掲，中村，第9章は示唆に富む．

　10）　力織機工場化に関しては，とりあえず斎藤修・

阿部武司「賃機から力織機工揚へ一明治後期における

綿織物業の揚合一」（南亮進・清川雪彦編『日本の工業

化と技術発展』，東洋経済新報社，1987年）を参照・

Vol，40　N（瓦4

していた織物を商品として購入する傾向が強まっ

たこと，都市化に関連して織物に対する新たな需

要が生じた一ことP），．日露戦後期に一部の産地でい

わゆる力織機工揚化が進展し生産力が急激に上昇

したこと10）などを背景として生じたように思われ

るが，これらの点に関する検討は，筆者に残され

た課題である．　　　　　　（大阪大学経済学部）
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